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担 当 主 幹

◎ 日程の決定

ただいまから決算特○山下委員長 それでは、

別委員会を開会いたします。

各委員におかれましては、分科会審査、まこ

とにお疲れさまでした。

本日の日程は、お手元に配付の次第書まず、

のとおり進めたいと思いますが、御異議ありま

せんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議ありませんので、そのよ○山下委員長

うに決定いたします。

◎ 分科会主査報告

それでは、分科会主査の報告に○山下委員長

入ります。各主査に順次、審査結果の報告をお

願いいたします。

まず、総務政策分科会、日髙陽一主査から報

告をお願いいたします。

御報告いたします。○日髙陽一主査

当分科会所管の平成30年度宮崎県歳入歳出決

算の認定につきましては、慎重に審査いたしま

した結果、賛成多数でこれを認定すべきものと

決定いたしました。

、 。以下 審査の主な概要について申し上げます

まず、決算の概要についてであります。

平成30年度の一般会計の決算規模は、歳入が

5,804億733万6,000円、歳出が 5,680億8,809

万8,000円で、29年度と比較して、歳入歳出とも

に1.1％の減であります。

この結果、歳入から歳出を差し引いた形式収

支は123億1,923万8,000円であり、このうち翌年

度に繰り越すべき財源を除いた実質収支は、61

億7,049万3,000円の黒字となっております。

また、決算に基づく財政健全化判断比率につ

きましては、実質公債費比率は前年度に比べ

て1.0ポイント減の11.9％と改善し、将来負担比

率は前年度と同程度の113.7％となっておりま

す。

しかしながら、本県財政を取り巻く状況は、

年々増加する社会保障関係費に加え、防災・減

災対策や公共施設の老朽化対策、さらには国民

、スポーツ大会開催に係る経費も必要となるなど

今後、多額の財政負担が見込まれており、引き

続き厳しい状況が続くものと考えられます。

当局におかれては、今後の財政負担を見込ん

だ上で、引き続き財政改革を着実に実行し、予

算の効率的・効果的な執行に努めるとともに、

歳入確保にもしっかりと取り組み、健全な財政

運営を行っていただくよう要望します。

、 。次に 地域防災力の向上についてであります

このことについて委員より 「自主防災組織活、

、動カバー率が上がっていることはすばらしいが

活動が低調な組織もあり、地域や組織で活動内

容に温度差が見られることについて、どう捉え

ているか」との質疑があり、当局より 「実際の、

活動内容が大事だと認識しており、活動が活発

な組織では、組織をまとめるリーダーの存在が

大きいものと考えている。このため、地域の防
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災リーダーとなる防災士の養成に力を入れると

ともに、自主防災組織と直接かかわる市町村と

も連携し、今後さらに取り組みを強化していき

たい」との答弁がありました。

これに対して委員より、「防災士の少ない地域

もあるため、市町村と連携し、山間地などでも、

より一層の防災士の養成や活用を目指していた

だきたい」との要望がありました。

次に、中山間盛り上げ隊についてであります。

このことについて委員より、「この事業を行う

ことが、集落の自立につながっていかないこと

が問題だと考えているが、長年取り組んできた

成果が見えないことについて、どう考えている

のか」との質疑があり、当局より、「以前は、事

務局を務める委託先が一つであり、支援の対象

が特定の集落に偏るなどの状況も見られていた

ため、平成29年度から事業スキームを変更し、

県内を３ブロックに分けて、それぞれのブロッ

クごとに事務局を設置し、これまでかかわりの

少なかったさまざまな集落の支援にも努めてい

る。また、事務局を介さずに集落と隊員が直接

つながる仕組みづくりや、宮崎市近辺に偏って

いた隊員をほかの地域に広げるなどの取り組み

も始めたところである」との答弁がありました。

当局におかれては、本事業が、より中山間集

落の自立支援につながるものとなるよう、引き

続き改善に努めていただくことを要望します。

最後に、アウトバウンド対策についてであり

ます。

このことについて複数の委員より、「現在のパ

スポートの取得状況はどうなっているのか。ま

た、ソウル線が厳しい状況の中、アウトバウン

ド対策で現在取り組んでいることはあるのか」

との質疑があり、当局より、「パスポート取得率

は、県内では約12％、全国平均では約23％となっ

ている。また、関係団体の協力を得て利用促進

に取り組んだことなどにより、アシアナ航空の

本年９月の搭乗率は約10％改善した」との答弁

がありました。

これに対して複数の委員より、「国際的な相互

交流を促進するため、アウトバウンドについて

も、県を挙げて取り組んでいただきたい」との

要望がありました。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）

○山下委員長 次は、厚生分科会、岩切達哉主

査に報告をお願いします。

○岩切主査 御報告いたします。

当分科会所管の平成30年度宮崎県歳入歳出決

算及び宮崎県立病院事業会計決算の認定につき

ましては、慎重に審査をいたしました結果、い

ずれも全会一致により、これを認定すべきもの

と決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

まず、進学や就職時における支援制度を解説

した「桜さく成長応援ガイド」の作成について

であります。

このことについて委員より、「さまざまな支援

制度がわかりやすく掲載されているが、各学校

に対する掲載内容の説明会等を開催しているの

か」との質疑があり、当局より、「教育委員会の

事業で配置されているスクールソーシャルワー

カーなども通して配付しており、各学校での周

知に努めている」との答弁がありました。

これに対して委員より、「ガイドブックの増刷

を行うのは、全ての学生や保護者に対して、行

政がしっかりとサポートしていることを伝えた

いという思いのあらわれと理解する。今後、よ

りよい成果につなげるためにも、学校で支援内

容が相談できる体制づくりを、教育委員会と連
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携して取り組んでいただきたい」との要望があ

りました。

次に、児童生徒を対象とした薬物乱用防止教

室の開催についてであります。

このことについて委員より、「開催する学校は、

薬物の使用実態を把握した上で選定したのか」

との質疑があり、当局より、「学校の希望により

開催をしているが、警察や学校薬剤師会も実施

しており、それらも含め網羅できていると考え

ている」との答弁がありました。

これに対して委員より、「児童生徒による薬物

乱用を撲滅するため、薬物の使用実態や流通ルー

トなどの情報を関係機関から得た上で、開催す

る地域や学校を選定していただきたい」との要

望がありました。

次に、宿泊施設アクセシビリティ推進事業に

ついてであります。

このことについて委員より、「ホテル・旅館の

バリアフリー化の補助金申請が、見込みを下回っ

たのはなぜか」との質疑があり、当局より、「宿

泊関係団体と協議した上で、１カ所500万円を上

限に５施設分の補助事業を予算化したが、改修

に係る自己負担額が必要であり、経営上、改修

に踏み出せる施設が見込みより少なかった」と

の答弁がありました。

当局におかれては、全国障害者芸術・文化祭

や全国障害者スポーツ大会の本県開催を控える

中、参加者の受け皿となる宿泊施設のバリアフ

リー化は喫緊の課題なので、宿泊関係団体だけ

でなく県の観光部局とも連携して、計画的に取

り組んでいただくよう要望します。

最後に、宮崎県立病院事業会計の決算の概要

についてであります。

平成30年度の収支状況は、事業収益が325

億6,061万5,000円、事業費用が325億6,576

万9,000円で、当年度純損益は515万5,000円の赤

字となっており、前年度と比較すると、3,426

万5,000円減益となっております。この結果、経

常損益は、４億4,946万8,000円の赤字でありま

す。

これは、入院・外来ともに、患者数は減少し

たものの、単価が増加したことにより収益が増

加した一方で、給与費や材料費などの費用が増

加したことによるものであります。

病院事業全体で純損益が赤字となったのは４

年ぶりであり、県立延岡病院が７年連続で黒字

となる一方で、県立宮崎病院と県立日南病院で

は、前年度と比べ収支が悪化していることから、

当局におかれては、宮崎県病院事業経営計画2015

に定めた経営目標の達成と、これに向けた取り

組みを加速化する集中改善プロジェクトに基づ

き、専門家の活用なども図りながら、ＤＰＣ制

度に対応した効率的な医療を提供するなど、各

種経費の見直しを行うことで、収益の向上と費

用削減による経営基盤の安定化に向けた取り組

みを強化していただくよう要望します。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）

○山下委員長 次は、商工建設分科会、日高博

之主査に報告をお願いします。

○日高博之主査 御報告いたします。

当分科会所管の平成30年度宮崎県歳入歳出決

算の認定につきましては、慎重に審査をいたし

ました結果、賛成多数でこれを認定すべきもの

と決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

まず、商工会への支援についてであります。

このことについて委員より、「商工会は、本来

の業務である経営相談や指導に加え、地域イベ

ントの企画や運営等においても中心的な役割を
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担っているが、体制面から組織運営が厳しくなっ

ているところもある。特に、中山間地域などで

は、商工会以外に頼る機関がない現状があるが、

県としてどのように考えているのか」との質疑

があり、当局より、「今後の商工会のあり方にも

関係してくることから、小規模事業者に対する

支援の役割も踏まえ、経営指導員の配置等につ

いても、商工会連合会や各商工会と意見交換し

てまいりたい」との答弁がありました。

商工会は、地域の商工業者にとって、最も身

近な支援機関であるとともに、地域の活性化に

おいても重要な役割を担っていることから、当

局におかれては、今後も商工会が地域経済を支

える機能を発揮できるよう、国の施策等も活用

しながら、商工会の支援について積極的に取り

組んでいただくよう、要望いたします。

次に、道路環境保全活動についてであります。

このことについて委員より、クリーンロード

みやざき推進事業により地域住民等が実施して

いる道路の草刈り活動の状況について質疑があ

り、当局より、「活動する団体の数は増加傾向に

あるが、高齢化により活動が難しくなっている

という声は聞いている。このため、活動奨励金

の対象となる道路の延長を緩和して、小規模な

ものでも活動奨励金を支給することで、活動し

やすい環境づくりを進めている」との答弁があ

りました。

また、このことに関連して別の委員より、人

手不足による民間業者の草刈り業務への影響に

ついて質疑があり、当局より、「地域によっては

受注が難しいところも出てきているが、メンテ

ナンス業務の中に草刈り業務を含めるなど、人

手不足等にも対応した新たな取り組みも行って

いる」との答弁がありました。

当局におかれては、民間業者における人手不

足の状況下においても、安全な道路環境の維持

や景観の保護が図られるよう、効率的・効果的

な草刈りの手法の検討など、総合的な視点で取

り組んでいただくよう要望いたします。

最後に、土砂災害危険箇所の整備についてで

あります。

このことについて委員より、「事業の要件を満

たさない５戸未満の危険箇所も把握しているの

か」との質疑があり、当局より、「土砂災害警戒

区域等の指定を行う前に基礎調査を実施してお

り、その中で、危険箇所については全て把握を

している。なお、事業の実施に当たっては、事

業の採択要件に加えて、予算の制約もあるため、

過去に災害のあった場所など、危険度の高いと

ころから計画的に実施している」との答弁があ

りました。

これに対して委員より、「住民にとっては切実

な問題であるので、安全安心な暮らしを守る観

点からも、可能な限り住民の声に耳を傾け、市

町村との連携を深めるなど、引き続き土砂災害

危険箇所の整備に努めていただきたい」との要

望がありました。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）

○山下委員長 次は、環境農林水産分科会、野

﨑幸士主査に報告をお願いします。

○野﨑主査 御報告いたします。

当分科会所管の平成30年度宮崎県歳入歳出決

算の認定につきましては、慎重に審査をいたし

ました結果、全会一致でこれを認定すべきもの

と決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

まず、循環型社会の実現に向けた取り組みに

ついてであります。

このことについて、委員より、「循環型社会の
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実現に向け、県民等に積極的に４Ｒに取り組ん

でもらうためには、意識の醸成が重要だと考え

るが、どのように取り組んだのか」との質疑が

あり、当局より、「循環型社会推進総合対策や食

品ロス削減運動推進など、さまざまな事業の中

で啓発活動に取り組んでおり、ＣＭのように県

民に広く知ってもらう取り組みとあわせて、市

町村や関係団体で構成される４Ｒ推進協議会に

よる県民の環境学習やごみ削減の活動に対する

支援を通して、県民等の意識醸成に努めている」

との答弁がありました。

当局におかれては、県民等のさらなる意識の

醸成が図られるよう、４Ｒ等の普及啓発に向け

た取り組みをより一層強化していただくととも

に、リサイクル率などの向上に向け、市町村と

一体となって実効性のある対策に取り組んでい

ただくよう要望します。

次に、「夏の林業現場働き方改革」下刈労働軽

減実証事業についてであります。

このことについて、委員より、下刈労働軽減

実証調査における取り組みや成果について質疑

があり、当局より、「実証調査では、木の周りの

みを切る坪刈りや木の間を筋状に切る筋刈り、

秋口の下刈りなどについて検証を行い、このう

ち秋口の下刈りについては、作業効率の上昇な

ど、現時点で効果が確認されている。引き続き、

令和２年度までの事業期間の中でしっかり検証

していきたい」との答弁がありました。

これに対して委員より、「下刈りの省力化など、

森林整備における省力化・軽労化は、担い手確

保の面からも非常に重要な取り組みであるため、

今後も引き続き実証を重ね、関係機関と連携し

ながら、省力化技術の確立及び普及に取り組ん

でいだきたい」との要望がありました。

次に、地域が潤う農泊クラスター支援事業に

ついてであります。

このことについて委員より、「農泊による経済

効果など、支援を行ったことによる効果につい

て検証は行っているのか」との質疑があり、当

局より、「詳細な分析は行っていないが、単価の

低い修学旅行などの教育旅行が中心であるため、

農泊事業者への経済効果は低い傾向にあるもの

の、交流人口の増加等による地域経済の活性化

や地域振興には寄与しているものと考えている」

との答弁がありました。

これに対して委員より、「農泊が推進されるこ

とで、地域振興や地域経済の活性化のほか、農

泊事業者の生きがいの醸成など目に見えない効

果も期待できることから、今後はしっかり事業

の検証も行いながら、さらなる支援の拡大に努

めるとともに、継続して取り組んでいただきた

い」との要望がありました。

最後に、中山間地域における貨客混載輸送試

験についてであります。

このことについて委員より、「青果物の輸送環

境が整っていない中山間地域での貨客混載輸送

試験では、どのようなことに取り組み、どのよ

うな成果があったのか」との質疑があり、当局

より、「昨年度は、２路線において、宮崎交通の

バスやコミュニティバスなどを活用し、直売所

等への輸送体制について検証を行ったところで

あり、運賃などコスト面での課題はあるものの、

直売所に納品が可能となるなど、中山間地域に

おける青果物の安定出荷や所得の向上などにも

つながることから、引き続き検討を進めていき

たい」との答弁がありました。

これに対して委員より、「中山間地域における

農業の振興のみならず、地域交通の維持も期待

できることから、関係部局と連携して、中山間

地域における効率的な輸送体制の構築に向けた
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検証に引き続き取り組んでいただきたい」との

要望がありました。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）

○山下委員長 次は、文教警察企業分科会、安

田厚生主査に報告をお願いします。

○安田主査 御報告いたします。

当分科会所管の平成30年度宮崎県歳入歳出決

算並びに宮崎県電気事業会計、宮崎県工業用水

道事業会計及び宮崎県地域振興事業会計の利益

の処分及び決算につきましては、慎重に審査い

たしました結果、いずれも全会一致で、これを

認定、または可決及び認定すべきものと決定い

たしました。

以下、審査の主な概要について申し上げます。

まず、宮崎県電気事業会計決算の概要につい

てであります。

平成30年度の純利益は８億2,668万1,000円と

なっており、その他未処分利益剰余金変動額と

合わせた未処分利益剰余金は、15億592万9,000

円となっております。

その処分については、一部を資本金へ組み入

れ、残余を利益積立金、地方振興積立金、建設

改良積立金及び緑のダム造成事業積立金に積み

立てることとされております。なお、供給電力

量の目標達成率は、降雨に恵まれるとともに、

効率よい発電に努めた結果、112.3％となってお

ります。

次に、宮崎県工業用水道事業会計決算の概要

についてであります。

平成30年度の純利益は１億2,308万4,000円と

なっており、その他未処分利益剰余金変動額と

合わせた未処分利益剰余金は、１億8,880万6,000

円となっております。その処分については、一

部を資本金へ組み入れ、残余を借入金償還積立

金に積み立てることとされております。

なお、常時使用水量の目標達成率は、日向市

へ一時的な給水を行ったこと等により、110.1％

となっております。

次に、宮崎県地域振興事業会計決算の概要に

ついてであります。

平成30年度の純損失は699万2,000円となって

おり、その他未処分利益剰余金変動額と合わせ

た未処分利益剰余金は、237万9,000円となって

おります。その処分については、全額を資本金

へ組み入れることとされております。なお、施

設利用者数の目標達成率は、三度に及ぶ台風や

大雨によるゴルフコースの冠水被害等によ

り、80.6％となっております。

次に、教育現場における少子化対策の取り組

みについてであります。

このことについて委員より、「少子化対策は最

重要課題であり、危機感を持って取り組まなけ

ればならないが、少子化対策に関連し、現在の

教育現場では、どのような取り組みを行ってい

るのか」との質疑があり、当局より、「総合的な

学習の時間を活用して、少子高齢化という地域

課題をテーマに研究したり、子供が地域に残っ

てもらうという視点で、キャリア教育を推進し

ている」との答弁がありました。

当局におかれましては、喫緊の課題である少

子化対策について、教育現場でも児童生徒が学

び、考えるきっかけづくりを行うなど、積極的

に取り組んでいただくよう要望いたします。

次に、教職員の資質向上についてであります。

このことについて委員より、具体的な取り組

みの実施状況について質疑があり、当局より、

「教育研修センターにおける新任研修や、採用

後５年、10年前後の節目での研修等を計画的に

行っている」との答弁がありました。
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これに関連して委員より、「積極的に海外に出

て行ったりしないと、グローバルな感覚など、

子供に教えるための資質は備えられないのでは

ないか」との質疑があり、当局より、「グローバ

ル化はもちろん、ＩoＴ化などが進展する中、教

員に専門的な知識がなくても、感覚的なものが

備わっていれば伝えられる部分もあるかと思う。

教育振興基本計画を踏まえ、今後、どのように

教職員の資質向上を図っていくのかが課題と捉

えているので、研修メニューの再構築など、さ

らに検討を進めてまいりたい」との答弁があり

ました。

当局におかれましては、教育の質を高めるこ

とにもつながる教職員の資質向上を図るため、

研修メニューの再検討や予算の確保に努めてい

ただくよう要望いたします。

最後に、高齢者の交通安全対策についてであ

ります。

このことについて委員より、「今後、高齢者人

口がふえていくが、高齢者の事故を減らすため

の事業の実施状況や、予算の推移はどうなって

いるのか」との質疑があり、当局より、「県内に48

名の交通指導員を配置したほか、歩行者用のシ

ミュレーション機器等を使った教育訓練や、高

齢者の運転技能審査会等を実施しており、予算

は毎年1,200万円程度で、ほぼ横ばいとなってい

る」との答弁がありました。

当局におかれましては、講習受講者等の効果

分析を行うとともに、引き続き、高齢者の交通

安全対策のための必要な予算の確保に努めてい

ただくよう要望いたします。

以上をもって、当分科会の要望とし、報告を

終わります。（拍手）

○山下委員長 以上で各分科会の主査報告は終

わりました。

分科会の主査報告は、全ての分科会で認定、

または可決及び認定であります。

ただいまの各分科会主査報告に対する質疑は

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

◎ 採 決

○山下委員長 それでは、質疑もないようですの

で、議案第27号から第31号までの採決を行いま

す。

まず、議案第27号についてお諮りいたします。

議案第27号に対する全ての主査の審査結果報

告は、認定であります。各主査の報告のとおり

決することに賛成の委員の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○山下委員長 挙手多数。よって、本案は、各

主査の報告のとおり認定すべきものと決定いた

しました。

次に、議案第28号から第31号について、一括

お諮りいたします。

各号議案に対する関係主査の審査結果報告は、

可決及び認定、または認定であります。関係主

査の報告のとおり決することに御異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議なしと認めます。よって、

各号議案は、関係主査の報告のとおり可決及び

認定、または認定すべきものと決定しました。

◎ 委員長報告について

○山下委員長 次に、決算特別委員会としての

委員長報告についてであります。

15日の本会議におきまして、決算特別委員会

委員長の審査結果報告を行うこととなっており

ます。
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ただいまの各主査の報告に基づきまして、委

員長報告の骨子案を、お手元の資料のとおり取

りまとめております。

委員長報告については、この骨子案をもとに

作成したいと思いますが、その取り扱いにつき

ましては、正副委員長に御一任いただくことで

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議ありませんので、そのよ

うに取り計らいます。

◎ 閉 会

○山下委員長 それでは、以上で本日の委員会を

終了いたします。

午後１時32分閉会
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